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デジタルチャネルを用いた自己概念形成への介入による 

歩行喚起変容手法の検討 
 

石塚宏紀†1 寺下雅人†1 小林亜令†1 

 

概要：近年，我が国では，高齢化と生活習慣病リスクの高まりといった疾病構造の変化に伴って国民の健康増進が重
大な社会問題となっている．こうした状況を打開すべく，政府は，平成 14 年 8 月に国民の健康増進を目的として健
康増進法の公布を実施し，我々の身体活動の増進のため 1日の歩行数増加を目標として掲げている．昨今，各自治体

は，運動の効果や方法に関する情報をホームページに公開し，運動に関する健康教室や歩行喚起イベントを積極的に
実施するなど運動増進を呼び掛けている．しかしながら，現代社会において移動手段や仕事内容の変化によって，従
来よりも身体活動量が相対的に少ない傾向があり，運動習慣を有する成人は約 3割と報告されている．運動習慣の改

善について，既に一般市民や就業者の意思改革による施策が実施され始めており，単に健康増進に向けた知識を提供
するよりも意識に介入する行動変容プログラムの方が，効果が得られるという報告や活動量モニタリングにより運動
時間の延長と血圧の低下につながったという報告があるが，これらのプログラムは介入時間や頻度が多く，対象者に

とって継続が困難となる課題があった．そこで本研究では，運動習慣を実施，及び継続するための動機付けにおいて，
健康増進に対する自己概念の重要性を指摘し，日常生活におけるデジタル接点を用いた自己概念の形成に介入するこ
とで，自発的な歩行行動を促す行動変容法を検討する．本論では，運動習慣改善行為に向けた意思決定への介入によ

る行動変容法について解説し，自己概念形成への介入による行動変容について仮説を整理し，デジタル接点による自
己概念形成手法について述べる． 
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A Study on Promoting Walking Exercise by Interfering to a Self-

concept for Healthcare using Channels of Digital Media 
 

HIROKI ISHIZUKA†1 MASAHITO TERASHITA†1 AREI KOBAYASHI†1 

 

Abstract: Currently the health promotion has become a serious social problem in Japan according to changes in the disease structure 

such as the aging society and rising risks of life style related diseases. To overcome this problem, the government has promulgated 

the Health Promotion Law in August,2002 for aiming to increase the number of steps in a day to promote our physical activities. 

Each local government has released in formation about effects and methods of walking exercise on their websites, and promoted 

walking exercises by opening health classes and walking events. However, the amount of physical activity of current living styles 

have been likely to be relatively smaller than in the amount of the past one due to changes in the transportation methods and work 

styles. The government report shows that only about 30% of Japanese adults has exercise habits. re-form consciousness about 

exercise habits of citizen and employees has started in several area and been more effective adopting a behavior change method 

than providing only knowledge of daily health exercise. The past researches of behavior change proposed personal health 

counseling for long term. The user who attend the counseling should be monitored daily activities using sensing devices. These 

conventional works had long times and frequencies for the face to face counseling, which made it difficult for users to continue 

contributing the work. Therefore, we propose behavior change method using interference to a self-concept of healthcare. In this 

paper, we point out the importance of interference to a self-concept in re-form consciousness about exercise habits and indicate 

hypothesis of promoting walking exercises by Interfering to a self-concept for healthcare using channels of digital media. 

 

Keywords: Individual characteristics, self-concept, barnum effect, confirmation bias 

1. はじめに 

近年，我が国では，食生活とライフスタイルの近代化に伴

い，生活習慣病[1]が急増[2]している．それに伴い医療費も

増加傾向にあり，国民の健康増進が重大な社会問題となっ

ている．こうした状況を打開すべく，政府は，平成 14 年 8

月に国民の健康増進を目的として健康増進法の公布をいち

早く実施し，さらに平成 20 年 4 月から特定検診が義務化

された．昨今，各自治体は，運動の効果や方法に関する情

報をホームページに公開し，運動に関する健康教室や歩行
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喚起イベントを積極的に実施するなど健康増進を呼び掛け

ている．しかしながら，現代社会において移動手段や仕事

内容の変化によって，従来よりも身体活動量が相対的に減

少傾向にあり，運動習慣を有する成人は約 3 割[2]であり，

さらに 30 代においては，2 割を下回る．一方で，運動習慣

の改善は，食事制限や運動に関する日々の達成目標を定め，

長期間継続して取り組む必要があるため，多大な個人の努

力と忍耐を必要とする．そのため，多くの場合，改善途中

にて挫折する結果となり，治療・予防の具体的な効果が得

難いことが問題となっている．既存の運動習慣改善策とし



情報処理学会研究報告 

IPSJ SIG Technical Report 

 

 

ⓒ2016 Information Processing Society of Japan 2 
 

て，市民や就業者の意識改革による施策が実施され始めて

おり，単に健康増進に向けた知識提供よりも意識に介入す

る行動変容プログラム[3][4]の方が，改善効果が得られると

いう報告[5]や活動量モニタリングにより運動時間の延長

と血圧の低下につながったという報告[6]がある．運動習慣

のない対象者は，意識改革によって運動習慣改善の必要性

を知識として認知している．しかし，具体的な行動を起こ

す際に，身体的及び精神的負荷を要する．行動変容をはじ

めとする意識への介入では，特に精神的負荷を軽減するこ

とを目的としている．具体的に活動量モニタリング事例で

は，モニタリング結果として改善成果の見える化によるフ

ィードバックによって精神的負荷を軽減していると言える．

また，ウォーキングイベント事例では，ゲーム性や参加者

同士の競争心を利用して精神的負荷を軽減している．この

ように他の動機付けによって運動習慣改善に関わる負荷を

軽減することで行動を促すことに成功している．しかしな

がら，既存の行動変容手法[7]は，介入対象者にとって，活

動量測定デバイスの常時装着やカウンセラーとの面談など

による身体的・精神的負担が大きい．さらにウォーキング

イベントなどのよる既存の行動変容手法は，身体的・精神

的負担は小さいもののイベント時における一過性の介入と

なり介入効果が損なわれる．介入対象者の負担と介入効果

の間にトレードオフの関係がある． 

本論では，普段よりも歩行量を増やそうとするような運

動習慣改善行為を実行することは，ある種の意思決定であ

ると仮定し，本論における意思決定対象を，先に述べたよ

うな運動習慣改善行為の実行を決定する様と定義する．意

思決定の内的プロセスは，Fishbein[8]らによって信念（belief）

→態度（attitude）→意図（intention）→行動（action）が提

唱されている．この内的プロセスにおいて，運動習慣改善

行為の実行は，実質的に行動意図を持つことに始まってお

り，行動意図に直接的な影響を与える「態度」が行動の規

定因であるとされている．本論における態度とは，運動習

慣改善行為に対する心理的な評価となる．土田[9]や加藤

[10]は，この態度の形成プロセスと意思決定への影響要因

について認知構造論からの知見を援用してモデル化してお

り，意思決定時の対象への態度は，記憶から想起される内

容によって影響されているとして，記憶の想起に影響を与

える自己概念の重要性を指摘している．そこで，我々は，

意思決定時の態度形成プロセスにおける自己概念の立場を

利用して，自己概念形成に意図的に介入するシステムを提

案する．本提案では，バーナム効果と確証バイアスを併用

したデジタルチャネルによる自己概念形成への意図的な介

入を通して，介入対象者への介入負荷を軽減しつつ，運動

習慣改善行為に対するポジティブな態度醸成を行う．  

本論では，2 章にて歩行喚起に向けた行動変容に関する

関連研究について説明し，3 章にて行動変容における態度

と自己概念の関係性について詳細に説明し，本論における

自己概念形成の重要性を述べる．次に 4 章では，提案手法

であるバーナム効果と確証バイアスを併用したデジタルチ

ャネルによる自己概念形成介入システムについて解説し，

5 章にて実験計画を述べ，6 章にて本論をまとめる． 

2. 関連研究 

平成 24 年に厚生労働省より発表された「健康づくりのた

めの身体活動基準 2013」では，1 日当たり 8,000～10,000 歩

の歩行が就活習慣病予防の目安[11]とされている．この他

にも医学的な観点における既存研究から，「1 日 10,000 歩」

を確保することで，総死亡率の低下だけでなく冠動脈疾患

や高血圧症の発症率の低下につながることが示されている

[12]．そのため，本研究における健康増進に向けた運動習慣

改善行為として，歩行促進を対象とし，歩行量を指標とし

て用いることとする．歩行促進に向けた行動変容法は，健

康増進に向けた教室やカウンセリング，ICT 技術を利用し

た歩行支援などによる個別支援型介入手法と，ウォーキン

グイベントによる複数支援型介入手法に大別できる． 

 

2.1 個別支援型介入手法 

個別支援型介入手法では，主に自助・互助の視点において

日常的に運動や歩行行動の重要性について周知するための

特定保健指導の実施が代表的である．道下ら[13]の調査で

は，特定保健指導参加者と非参加者を対象に行動変容ステ

ージ[14]の変化がメタボリックシンドローム改善に及ぼす

影響について検討し，その結果，介入群は統制群に比べて

行動変容ステージが維持・前進した者が有意に多いことが

わかった．また，中野ら[15]の調査では，介護予防教室に参

加した高齢者に対して，介入群にのみ行動プランを提供し

た場合の 1 年後における運動行動について調査し，行動変

容ステージが準備期，実行期，維持期の対象者に有効であ

ることが示されている．これらの手法は，物理的に指導者

と対面で幾度か面会する必要性があり，対象者の負荷は大

きいが，介入よる効果が期待できる手法である．一方で，

ICT 技術によって個別歩行支援を行う研究も提案されてい

る．岡本ら[16]は，GIS を活用することより，歩行活動にと

って具体的で現実的な自宅近隣環境を提示し，再認知させ

ることで身体活動の増加支援を図る地図を生成した．地図

提示による介入前後において身体活動量の増加が認められ

たが，実験において統制群を設けておらず，さらに健康意

識の高い群に対して調査を実施したため，効果は限定的で

あると考えられる．次に隅田ら[17]は，スマートフォン搭載

センサのみを用いた歩行負担度推定と個人の身体能力に応

じた歩行ルート推薦システムを提案しているが，同システ

ムを利用した行動変容の効果についての検証は未実施であ

る．ICT 技術を活用した歩行支援システムは，対人での指

導とは異なり，介入における負担は小さいが，社会的影響

による心理効果が得られないため，変容効果が小さい． 
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2.2 複数支援型介入手法 

複数支援型手法では，複数人がウォーキングイベントなど

に参加することで歩行習慣が身につくことを期待した行動

変容手法である．長谷川ら[18]は，平成 18 年度より毎年秋

に実施されたウォーキングイベントにおいて参加後の変化

について調査した．調査結果により，ウォーキングイベン

トの参加者はそもそも運動習慣を有する者が多く参加前後

での習慣に変化は見られにくいという結果が得られた．鈴

木ら[19][20]は，2014 年から滋賀県長浜市にて 10 日間のウ

ォーキングイベントを実施しており，チーム内での協力や

チーム外での競争を促すことによって 90%の参加者が 1日

約 4kmの目標を達成している．また，チームによる効果は，

10日間のイベント終了 3か月後であっても優位に効果的で

あったことも示されている．また，田部ら[21]は，複数人が

SNSを通して歩行活動を励まし合って効果を高めるシステ

ムを提案しているが，提案による変更効果については未調

査であった．複数支援型介入手法は，ウォーキングイベン

トへの参加による介入が多いため，イベント参加自体の障

壁が非常に高い．また，イベントの特性として，介入期間

が限定的であり，複数人への心理効果を行うため，個々人

への効果について即効性はあるものの継続性が薄い．その

ため，既に健康意識の高い参加者以外，介入効果が低い可

能性がある． 

 

2.3 本提案の位置づけ 

歩行喚起型行動変容手法は，個別支援型と複数支援型介入

の 2 種に分類され，さらに直接的に歩行喚起を促す明示的

手法と間接的に歩行喚起を促す暗黙的手法に分類できる． 

図 1 に歩行喚起行動変容手法における本提案の位置づけを

示す．本提案は，個別に対象者へアプローチ可能な個別支

援型介入において，直接的な介入効果が低下されることを

許容しつつ，介入負荷を軽減することで継続的で長期的な

介入を実現する手法を考案する．本分野に対する本論の貢

献は，以下 2 点である． 

・介入対象者の負荷を軽減した介入手法の提案 

・介入システムによる行動変容の自動化 

 

 

図 1. 歩行喚起行動変容における本提案の位置づけ 

 

図 2. 態度のリンケージモデル 
 

 

図 3. 認知構造における態度の意思決定への影響 

3. 行動変容における態度と自己概念 

本論では，普段よりも歩行量を増やそうとするような運動

習慣改善行為の実行は，意思決定であると仮定している．

意思決定とは，対象への態度を表明するプロセスであり，

運動習慣改善行為に対して，ポジティブな態度を表明する

ことで，歩行促進が期待できる．行動変容対象行動である

歩行促進に対して，ポジティブな態度を表明させるため

に，本章では，態度形成のプロセスについて述べた後，自

己概念の形成過程について述べて，個別支援型暗黙的介入

手法の概略を説明する． 

 

3.1 態度の規定因 

態度とは，ある対象とそれに結びついた多様に表現される

好悪感が連なったネットワークであり，二重貯蔵モデル

[22]における長期記憶内に保存されている．好悪感が連な

ったネットワークは，土田[9]によってリンケージモデルと

して定義され，対象に対する直接的なリンケージと間接的

なリンケージが，ポジティブな受容・接近概念とネガティ

ブな拒否・回避概念に対してリンクしている．図2にて，態

度のリンケージモデルについて示す．意思決定時に，人間

は，判断材料を長期記憶から短期記憶へと想起するが，こ

の態度リンケージの短期記憶への想起を決定づけるのが，

個人内要因における自己概念と状況要因である．図3に認知

構造における態度の意思決定へ影響について示す．本論で
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は，特に態度の想起における自己概念に注目する．態度の

認知構造における，対象と受容・接近概念あるいは拒否・

回避概念とのリンケージは，自己概念の認知構造の中の自

己正当化動機に基づいて決定づけられる．「自分は常に絶

対に正しい」という自己正当化動機の認知は，態度対象を

長期記憶内の自己を形成する自己スキーマ（連想ネットワ

ーク）[23]という知識のかたまりと照合することによって，

受容・接近概念あるいは拒否・回避概念とのリンケージを

決定する．対象行動に対して，受容・接近のリンケージを

形成・強化するためには，対象行動の自己概念形成に介入

する必要がある． 

 

 

図4. 自己概念の構造 

 

3.2 自己概念の形成過程 

加藤[10]は，自己概念は自己の過去経験の記憶という，個

人内にすでに蓄積された要因のみによって形成されるので

はなく，内集団やその中で個人に与えられた地位，それに

伴う経済的報酬，他の成員との人間関係や自己に対する他

の成員の評価，外集団をも含む社会全体での個人の位置づ

けといった，社会との接触から影響を受ける社会的要因に

よっても形成・発達を遂げると述べている．図4に自己概

念の構造について示す．自己概念の形成は，第1段階にお

いて，過去に経験したことや印象に残っていることなどが

きっかけとなってアイデンティティや個人的趣味・選好パ

ターンが形成される．次に，第2段階では，内集団から付

与される地位，経済力，評価，それに基づいた自己の可能

性や理想といった，社会的要素が自己を示す属性として自

覚されるようになり，それらが第1段階で形成された選好

パターンに影響を与える．この自己属性の自覚プロセス

[24]は，2通りあり，1つは「地位が与えられる」「お金が

得られる」などといった，内集団の社会的価値を重視し

て，その成員であることを自覚するプロセスと，もう1つ

は「所属したい」「誰かと一緒にいたい」などという帰属

欲求を内集団が満たしてくれるために，その成員であるこ

とを自覚するプロセスである．そして，自己概念の個人的

要素と社会的要素のどちらが意思決定において強い影響力

を発揮するかについては，自己意識という概念によって決

定づけられ，個人が内集団および社会全体の規範や価値観

を重視するか（公的自己意識），あるいは，自己の趣味や

感情を重視するか（私的自己意識）によって決定する．し

かし，個人が意思決定において自己の趣味や感情を重視し

ようとしても，それが自分自身を社会的窮地に陥れること

が予測できる場合において，実行することは困難である．

結局，個人は社会の中の自己という感覚を切り捨てること

はできず，まったくの個人的感情や価値観による意思決定

を首尾一貫して行うことは稀であるといえる．したがっ

て，選好パターンの形成には個人内に蓄積された過去の経

験や印象よりも，むしろ現時点の個人に関係する社会的要

因の影響が大きいと思われる． 

介入対象行動に対して，ポジティブな自己概念を形成す

るためには，対象者の所属や肩書，経済的報酬，他社から

の評価，自己の可能性，現実自己，理想自己などの社会的

要因に訴えかけつつ，対象行動とのポジティブな連想ネッ

トワークを結束するイメージを植え付け可能なシステムを

提案する必要がある． 

 

 

図 5. 提案システムの概念図 

4. 提案手法 

本論では，歩行喚起行動変容における個別支援型暗黙的介

入手法を提案する．提案システムによる暗黙的に介入は，

対象者の身の回りにあるスマートデバイスへのメール送付

やアプリケーションへの PUSH 配信，画面への広告提示な

どのデジタル接点を用いて，運動習慣改善行為に対するポ

ジティブな態度を想起させるための，自己概念形成への意

図的な介入である．システム概念を図 5 に示す．提案シス

テムは，運動習慣改善行為についてのポジティブな態度形

成が成されていない歩行喚起対象者に対して， まずステッ
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プ 1 として，バーナム効果活用モジュールによって生成さ

れた運動性格診断サイトへの誘導される．運動性格診断サ

イトでは，バーナム効果を用いて自己概念における一般的

に経験する過去の事例を暗示するような 4 つの運動習慣改

善行為に関するタイプ別けを実施する．どのタイプを選択

しても，対象者にとっては，自身の経験と合致する納得感

のあるタイプとなる．ここで一時的に，自己概念への介入

が成功し，態度が表層できる状態になる．次にステップ 2

として，確証バイアス活用モジュールへと移行し，ステッ

プ 1 にて選択された診断タイプに対して肯定的な Web 記

事を収集し，デジタルチャネルを通して対象者のパーソナ

ルコンピュータやスマートデバイスに多種多量な情報を配

信し，情報の過剰摂取を促すことで，確証バイアスを発生

させ，さらにポジティブな態度の硬直化を試みる．以下に

て，各ステップにて利用している認知バイアスについて詳

細を説明する． 

 

4.1 バーナム効果の活用 

バーナム効果(Barnum effect)傾向[25]とは，多くの人々に当

てはまるような一般的な性格特徴や行動特徴の記述を「自

分に当てはまる正確なもの」として受容する傾向をいう．

Snyder ら[26]は，こうしたバーナム効果項目を性格検査の

結果として，あるいは占星術の結果等として被験者にフィ

ードバックしたところ，どちらも被験者によく受け入れら

れたと報告している．提案システムにおいても自己概念へ

の介入の第一歩として，バーナム効果を用いて，典型的な

過去の経験に適した運動診断タイプを提示する． 

 

4.2 確証バイアスの活用 

確証バイアス[27]とは，ある仮説を確かめる際に自分が抱

いた先入観や信念を肯定的に証明する情報を重んじて追求

するも，これに反するような情報は軽んじたり，黙殺した

りする傾向にある現象である．バーナム効果によって自身

の自己概念に特定タイプに関する情報がリンクされている

状況において，同タイプに対して肯定的に情報補強するコ

ンテンツを多量に供給することで，確証バイアスの連鎖に

誘導し，対象行動に対する自己スキーマを醸成し，態度リ

ンケージにおいてポジティブな間接リンケージを多数形成

すうことでポジティブな態度での硬直化を目指す． 

 

4.3 態度硬直化による副次的効果 

提案システムによるステップ 1 とステップ 2 による自己概

念への介入による態度形成と硬直化の実施にて，対象者の

態度は，運動改善行動について前向きに理解できる状況に

なっている．態度が形成された後に，対象行動に対して否

定的な情報に触れた場合，認知的不協和[28]によって否定

的な情報を避けるようになる．認知的不協和とは，自己概

念とその自己概念に矛盾した認知がもたらされたときに生

じる．態度硬直化のよって，運動改善行動を妨げる誘惑情

報に対する心理的な防護壁を副次的に得ることができる． 

 

5. 実験計画 

提案システムによる自己概念への介入の効果検証を計画し

ている．効果検証実験では，事前アンケート調査によって

健康増進に対する態度を聴取し，ステップ 1 の診断サイト

によるタイプ別け体験後に中間アンケート調査を実施し，

ステップ 1 における態度形成の効果を測定する．また，ス

テップ 2 の確証バイアス活用後に，事後アンケート調査を

実施し，ステップ 1 とステップ 2 による態度形成の効果を

測定する。最後に，介入対象者の歩行習慣を中長期的に調

査し，自己概念への介入による行動変容の維持について調

査する予定である．実験では，介入群と統制群を準備して

統計的な有意差を検証する． 

 また，実験対象者について，谷口ら[29]の調査において，

健康増進において最も意識が低い 20 代～40 代前後の就業

者の歩行数増進には，「自宅→勤務先→自宅」という 2 回 

のトリップで 1 日の行動が構成されている．また，通勤方

法を分析すると，約 15 分かけ自転車で通勤する行動や， 

勤務地が遠距離の場合は駅まで徒歩で行き鉄道を利用して

通勤するといった行動が多くなっており，このような移動

方法は歩行量確保には最も効果的であると述べている． 本

実験における介入対象者は，最も健康意識の低い年代であ

る 20 代～40 代における電車通勤者として，実験準備を行

う． 

6. まとめ 

本論では，行動喚起行動変容における既存の課題として，

介入負担の増大を指摘し，個別支援型暗黙的介入手法を提

案した．本論における行動変容として，対象行動の意思決

定であると仮定し，対象行動への態度形成メカニズムや自

己概念の重要性について示唆し，自己概念形成への意図的

介入による行動変容法を提案した．提案手法は，自己概念

形成への介入として，バーナム効果と確証バイアスによる

2 ステップ介入手法を示した．最後に，本提案の効果検証

を目的とした実験計画について述べた． 

7. 今後の課題 

本論では，介入手法の提案と実験計画に留まっており，効

果検証を実施していないため，提案手法の行動変容手法と

しての有効性は示せていない．本論の実験計画に基づいて

効果検証実験を実施する予定である．また，評価において

は，単にアンケート調査によるポジティブな態度形成に焦

点を定めるだけでなく，最終的な成果である歩行数の増減

についても測定可能な手段を提案する予定である． 
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